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【No.26】 労働をめぐる動向などに関する記述として最も妥当なのはどれか。 

1．2020年に施行された改正労働基準法では、全ての民間企業において、従業員の

時間外労働の上限は「原則月90時間、年1,000時間」とされた。我が国の労働をめ

ぐる歴史をみると、昭和初期に、富岡製糸場での過酷な労働環境を受けて、田中

正造らの呼び掛けにより、女性の就業時間を制限する工場法を制定するための動

きが見られた。しかし、資本家の反対があり、工場法が成立したのは第二次世界

大戦後であった。 

2．医師や教師などの公共的な性格を有する職業は、労働基準法の適用対象外とな

っており、これらの職業の労働条件は、医療法などの個別の法律によって定めら

れている。2023年に施行された改正医療法では、全ての医師について、時間外

労働の上限を年2,000時間とすることが定められた。我が国の医学の歴史をみる

と、18世紀に蘭学が発達し、平賀源内は西洋医学の解剖書を翻訳した『解体新

書』を著した。 

3．近年、女性の就業率が出産期に下がり、育児が落ち着いた時期に再び上昇する

「M字カーブ」の解消が進む一方、女性の正規雇用比率が20代後半をピークとし

て低下する「L字カーブ」が見られ、出産を機に女性が正規雇用として職場に戻れ

ていないとの指摘がある。なお、我が国の女性運動をめぐる歴史をみると、明治時

代に、平塚らいてうらが青鞜社を結成し、雑誌『青鞜』の創刊号には、「元始、女性

は実に太陽であった」と記された。 

4．2023年に施行された改正障害者雇用促進法において、民間企業の障害者の法

定雇用率は、算定対象に新たに知的障害者や精神障害者を含めるとした上で、

5.0％へと引き上げられた。我が国の社会保障制度のうち、障害のある人に対して

支援を提供する仕組みをリージョナリズムといい、1960年代には、支援促進のため

に障害者差別解消法が制定された。 

5．児童労働の排除など、人権尊重の取組を求める動きが民間企業に対して拡大し

たことや、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、世界全体で労働

に従事する17歳以下の子どもの数は、2020年に推計5,000万人と、国連の調査開

始以降最少となった。世界の児童労働をめぐる歴史をみると、17世紀のフランスで

は、アナーキズムの思想に基づいて会社法が制定され、年少者の労働時間が制

限された。 

正答 3 

 

《例１》 自然・人文・社会に関する時事 

── 国家一般職 基礎 ── ── 時事蔵 ── 

的中 
 



 

 

 

【No.44】 我が国の最近の経済の状況に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれ

か。 

1．実質GDP成長率（前年度比）についてみると、2020年度及び2021年度は2年連続

でマイナスとなったが、2022年度は消費の全体的な回復を受け、3％を上回ってい

る。また、名目GDPの実額についてみると、同年度は650兆円を上回り、過去最大

となっている。 

2．日本銀行「企業物価指数」により国内企業物価指数の上昇率（前年同月比）につ

いてみると、2021年後半は0～2％程度で推移していたが、2022年2月のロシアの

ウクライナ侵攻により、原油等のエネルギー価格が年末までほぼ一貫して上昇し

た影響を受け、同年12月には4％程度となり、2023年6月には15％を上回ってい

る。 

3．総務省「消費者物価指数」により2022年1月以降の消費者物価指数（生鮮食品を

除く総合）の上昇率（前年同月比）についてみると、2022年1月は0％台であった

が、その後、上昇率を高め、2023年1月時点では4％を上回っている。また、消費

者物価指数（生鮮食品を除く総合）の上昇の内訳についてみると、2022年はエネ

ルギーと食料の寄与が中心となっている。 

4．有効求人倍率（季節調整値）についてみると、新型コロナウイルス感染症の感染

が拡大していた2021年後半は1.0を下回っていたが、その後、上昇傾向で推移し、

2023年半ばには1.5を上回っている。また、労働環境が改善する中、2023年春闘

における定期昇給相当込み賃上げ計（連合による集計）は約2.1％となっている。 

5．東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」により全国の月次の倒産件数についてみ

ると、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大する直前の2020年1月は500件程度

であったが、その後、急速に増加し、同年12月には1500件を上回った。しかし、

2023年5月に当該感染症の位置付けが変更されたことに伴い、倒産件数は、同年

8月まで急速に減少している。 

正答 3 

 

《例２》 財政学・経済事情 

── 国家一般職 （行政区分）専門 ── ── 時事蔵 ── 

的中 
 


